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「市町村・都道府県における障害者虐待の防止と対応の手引き」の一部改訂について 

 

 

平素より、障害保健福祉行政の推進にご尽力賜り、厚く御礼申し上げます。 

今般、都道府県、市町村等における障害者虐待の未然防止、早期発見、迅速かつ適切な対

応及び再発防止に資することを目的に作成している「市町村・都道府県における障害者虐待

の防止と対応の手引き」及び「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」

（以下「マニュアル」という。）を改訂しましたので送付いたします。 

今回の改訂では、令和４年度障害者虐待事案の未然防止のための調査研究事業報告書の内

容等を踏まえ、マニュアルに最新の状況を反映するとともに、内容の一層の充実を図ってお

ります。 

また、令和３年の個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報

保護法」という。）の改正に伴い、地方自治体の個人情報の適正な取扱いについて、個人情

報保護法において全国的な共通ルールが規定されたことを踏まえ、障害者虐待対応時におけ

る個人情報の取扱いについても、個人情報保護委員会事務局から助言を受けて、マニュアル

に記載を行ったところです。 

各都道府県等におかれましては、今回の改訂の内容について十分御了知いただくとともに、

管内関係事業者等への周知、障害者虐待に対する迅速かつ適切な対応、虐待防止に関する体

制整備の充実及び取組等が一層推進されるようお願いいたします。 
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（別紙）障害者虐待の防止と対応の手引きの主な改訂のポイント 

 

（自治体向け手引き） 

 「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律（令和５年法律第 66 号）」が、令和５年７月に

施行されることに伴う性犯罪の罪名及び適用要件の改正について記載を追加（P６）。 

 

 令和３年の個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人情報保護法」

という。）の改正に伴い、地方自治体の個人情報の適正な取扱いについて、個人情報保護法

において全国的な共通ルールが規定されたことを踏まえ、障害者虐待対応時における個人情

報の取扱いに係る記載内容を改訂（P20 にとりまとめて記載。その他、類型毎に適宜記載）。 

 

 令和４年１２月に成立した精神保健福祉法の一部改正により、令和６年４月から新たに精神

科病院における障害者虐待の都道府県への通報義務等が設けられることを踏まえ、記載を追

加（P33）。 

 

 警察署長から市町村長への障害者虐待事案通報票の様式例の一部を改訂（P52）。 

 

 やむを得ない事由による「措置後の対応」について、保護された障害者が健康保険の被保険

者等の被扶養者である場合や、国民健康保険組合の組合員の世帯に属する者である場合、当

事者の申し出によって被扶養者から外す又は被保険者資格を喪失させる取り扱いについて、

関係通知の改正を踏まえて記載内容を改訂（P77）。 

 

 福祉施設従事者等による障害者虐待における市町村による事実の確認について、一つの施

設・事業所で複数の支給決定市町村が関わる虐待に関する通報等があった場合の対応に関し

て、早期の情報共有と適切な対応を図るため、支給決定市町村、施設所在地市町村、都道府

県等の各自治体対応の留意事項について、「令和４年度障害者虐待事案の未然防止のための

調査研究」の成果を踏まえて記載を追加（P111）。 

 

 福祉施設従事者等による障害者虐待における市町村による事実の確認について、特に身体的

虐待や性的虐待については、医学的情報も含めたアセスメントが必要であるため、行政に所

属する医療職（保健師、看護師等）の活用が重要であること、都道府県とも協力し、医学的

な情報や助言を得られる体制の構築が重要であることについて、「令和４年度障害者虐待事

案の未然防止のための調査研究」の成果を踏まえて記載を追加（P113）。 

 

 福祉施設従事者等による障害者虐待における「性的虐待の防止」について、自治体における

性的虐待の防止に向けた対応を、「令和４年度障害者虐待事案の未然防止のための調査研究」

の成果を踏まえて記載を追加（P137）。 

 

 福祉施設従事者等及び使用者による障害者虐待に関する通報等による不利益取扱いの禁止

について、障害者虐待に関する通報をしたことを理由として、解雇や不利益な取扱いに該当

する法律行為が行われた場合においては、当該行為は民事上無効と解されることを明確化

（P110、145）。 



 

（施設・事業所従事者向け手引き） 

 「刑法及び刑事訴訟法の一部を改正する法律（令和５年法律第 66 号）」が、令和５年７月に

施行されることに伴う性犯罪の罪名及び適用要件の改正について記載を追加（P６）。 

 

 虐待を防止するための取組における「性的虐待の防止」について、「令和４年度障害者虐待

事案の未然防止のための調査研究」の成果を踏まえて記載内容を拡充（P22）。 

 

 通報等による不利益取扱いの禁止について、障害者虐待に関する通報をしたことを理由とし

て、解雇や不利益な取扱いに該当する法律行為が行われた場合においては、当該行為は民事

上無効と解されることを明確化（P27）。 

 


